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Ⅱ．特集論文

＊企画部　部長　博士（工学）　＊＊研究部　主任研究員　博士（工学）

₁．はじめに

1964 年に創立した IBS は、2014 年に 50 周年を
迎えた。これを契機に、本稿では、東京都市圏にお
ける 50 年の変遷を各種統計データに基づいて整理
するとともに、今後の東京都市圏の課題と展望を示
す。
終戦から 15 年以上を迎えた 1960 年代は、池田内
閣による所得倍増計画（1960 年）、東海道新幹線、
首都高速道路、東京モノレール等の大規模インフラ
整備、1964 年の東京オリンピックの開催等、高度
経済成長を支えてきた時代であった。この経済成長
により、1968 年には我が国の国民総生産（GNP）が、
当時の西ドイツを抜き世界第 2位となり、2010 年
に中国に抜かれるまで、世界第 2位の経済規模を維
持してきた。こうした経済成長を背景に、1960 年
代から現在に至る 50 年間に、東京都市圏も、産業、
生活の姿が大きく変化した。本稿では、日本全体あ
るいは東京都市圏を対象に、50 年間における社会
経済の変化をいくつかの視点から整理する。さらに、
東京都市圏に絞り、交通施設整備と交通行動の変化
を 1968 年から 5回実施されてきているパーソント
リップ調査（以下、PT調査）に基づいて捉え、最
後に東京都市圏における今後の課題と展望について
示す。

₂．50 年間の社会経済の変化

統計データの制約から日本全体あるいは 1都 3県
を対象に、各種統計データに基づき 1960 年代と現
在における社会経済指標（人口・世帯、経済、暮ら
し、インフラ）を比較・整理し、50 年間にどのよ
うな変化があったかを把握する。社会経済指標の
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50 年間の変化を表− 1 に示す。この表に従って、
50 年間の変化を概観する。

（1）人口・世帯
ａ）全国の人口増加と 1 都 3 県への人口集中
我が国の人口は、1960 年の 9,430 万人から 2010
年には 12,086 万人と約 1.4 倍に増加している。一方
で、1都 3 県の人口は、1960 年の 1,786 万人に対し、
2010 年には 3,562 万人と約 2倍に増加し、全国に対
する比率も 1960 年の 18.9％から 2010 年の 27.8％へ
と増加しており、この 50 年間に 1都 3 県に人口が
集中していることを捉えることができる。1都 3県
における人口の変化を時系列にみると（図− 1）、
対全国比率の増加は 1975 年から緩やかになってい
るものの、一貫して増加傾向にある。また、1都 3
県の内訳をみると、1965 年までは、東京都での人
口増加が大部分を占めていたが、その後、市街地の
外縁化により、神奈川県、埼玉県、千葉県の人口が
増加している。但し、2000 年以降は、1都 3県に占
める東京都の人口の比率は微増傾向にある。
	

図－1　1 都 3 県の人口の変化

1都3県/全国

東京/1都3県

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0

10

20

30

40

50

60

人口（百万人） 1都3県/全国（%）
東京/1都3県（%）



6 IBS  Annual  Report　研究活動報告  2014

*単位が％の指標に関しては、50年前と現在の差を示している。 

年次 指標 年次 指標

1都3県 17,864 35,619 1.99
全国 94,302 128,057 1.36

全国比 18.9% 27.8% 8.9%
1都3県 8,329 16,541 1.99
全国 43,691 59,611 1.36

全国比 19.1% 27.7% 8.7%
1都3県 12,423 23,597 1.90
全国 60,469 81,032 1.34

全国比 20.5% 29.1% 8.6%
1都3県 799 7,247 9.07
全国 5,398 29,246 5.42

全国比 14.8% 24.8% 10.0%
1都3県 4.5% 20.3% 15.9%
全国 5.7% 22.8% 17.1%

全国 1964 67.67 2012 79.94 1.18 簡易生命表

全国 1964 72.87 2012 86.41 1.19 簡易生命表

全国 1964 2.05 2012 1.41 0.69 人口動態統計

全国 1960 1,476 2010 544 0.37 国勢調査

全国 1960 1,042 2010 275 0.26 国勢調査

1都3県 110 612 5.56
全国 577 1,648 2.86

全国比 19.1% 37.1% 18.1%
1都3県 4,703 15,596 3.32

全国 22,567 51,951 2.30
全国比 20.8% 30.0% 9.2%

1都3県 3.80 2.28 0.60

全国 4.18 2.46 0.59
全国 1960 53.0% 2010 56.3% 3.3% 国勢調査
全国 1960 7.3% 2010 19.8% 12.5% 国勢調査
全国 1960 38.2% 2010 27.9% -10.3% 国勢調査
全国 1960 16.1% 2010 32.4% 16.3% 国勢調査

1都3県 28.92 178.60 6.18
全国 101.88 530.48 5.21

全国比 28.4% 33.7% 5.3%

全国 1964-Jan 1.2% 2014-Jan 3.7% 2.5% 労働力調査　※季節調整値

全国 1964 360.0 2014 101.4 0.28 日本銀行発表　※東京市場6月末17時時点
全国 1964 353 2013 10,364 29.37 日本政府観光局　訪日外客数の推移

全国 1964 128 2013 17,473 136.77 日本政府観光局　出国日本人数の推移

全国 1964 54,873 2013 426,234 7.77 家計調査　※勤労者世帯データ
全国 1964 45,511 2013 318,707 7.00 家計調査　※勤労者世帯データ
全国 1970-Jun 32.5 2014-Jun 103.4 3.18 消費者物価指数総合　(2010年基準)
全国 1964 36.0% 2013 22.2% -13.8% 家計調査　※勤労者世帯データ
全国 1963 64.3% 2008 61.1% -3.1% 住宅・土地統計調査

東京 108,000 308,100 2.85
神奈川 59,000 178,200 3.02
千葉 48,500 73,600 1.52
埼玉 49,300 107,800 2.19

東京都区部 1966-Apr 50 2014-Apr 163 3.26 小売物価統計調査

全国 1960 9.3 2010 5.5 -3.80 人口動態統計
全国 1964-Apr 1,865 2014-Apr 2,699 1.447 労働力調査　※季節調整値

全国 1970 26.9 2010 30.5 1.13 人口動態統計

全国 1970 24.2 2010 28.8 1.19 人口動態統計

全国 1960 25.4 2012 30.3 1.19 人口動態統計
全国 1964 12,000 2012 535,800 44.65 小売物価統計調査
全国 1960 15.5% 2010 49.9% 34.4% 学校基本調査
全国 1966-Feb 0.3% 2014-Mar 96.5% 96.2% 消費動向調査　主要耐久消費財の普及率
全国 1964-Feb 1.7% 2014-Mar 90.6% 88.9% 消費動向調査　主要耐久消費財の普及率

1都3県 0.08 0.33 4.21
全国 0.07 0.45 6.51

報年計統路道-029,7110200691国全
42.1447,402,1886,279長延実
19.7988,737962,39長延み済良改
%7.15%2.16%6.9率良改

1都3県 18.9% 94.2% 75.3%
全国 11.1% 88.1% 77.0%
全国 157,208 2010 1,031,799 6.56

東京電力管内 42,129 2010 327,108 7.76
全国比 26.8% 2010 31.7% 4.9%

%0.2%0.2%0.0ネエ新
%0.43-%0.8%0.24力水
%0.61%0.24%0.62炭石
%0.82%0.82%0.0GNL
%0.31-%0.81%0.13油石
%0.2%0.2%0.0力子原

大阪 （鉄道） 390 2013 150 0.38
福岡 （航空） 220 105 0.48
札幌 （航空） 125 90 0.72
大阪 （鉄道） 2,530 2013 14,050 5.55
福岡 （航空） 12,600 32,600 2.59
札幌 （航空） 11,700 25,900 2.21

サンフランシスコ 750 570 0.76

ロサンゼルス 775 600 0.77
パリ 1030 750 0.73

サンフランシスコ 5 26 5.20
ロサンゼルス 6 67 11.17

05.91932リパ

全国

電力消費量 （百万kWh)

東京から国内主要都市への
最短移動時間 （分）

東京から国内主要都市への
移動料金 （円）

東京から国外主要都市への
最短移動時間 （分）

カラーテレビ普及率
ルームエアコン普及率

一人あたり乗用車保有台数 （台）

高速自動車国道　供用延長 （km）

下水道普及率

初婚年齢（夫）

初婚年齢（妻）

初産年齢

国立大学学費 （年額・円）
大学進学率

持ち家率

地価調査標準価格
（住宅地）

ガソリン価格 （円）

婚姻率（‰） 人口千対
女性就業人口 （百万人）

出国者数 （千人）

平均可処分所得 （円）
平均消費支出 （円）
消費者物価指数
エンゲル係数

夫婦と子供世帯の割合
単独世帯の割合

国内総生産・県内総生産
（実質・兆円）

失業率

為替レート （円）

外国人数 （千人）

総世帯数 (千世帯)

平均世帯人員

核家族世帯割合
夫婦のみ世帯の割合

平均寿命（男）

平均寿命（女）

合計特殊出生率

死亡率（男） 人口10万人対

死亡率（女） 人口10万人対

就業人口 （千人）

指標

生産年齢人口 （千人）

65歳以上人口 （千人）

65歳以上人口比率

航空輸送統計年報（1964年）
JTB時刻表（2013年）

※1964年の移動時間は輸送時間と便数のデータから推計した
※1964年：サンフランシスコ・ロサンゼルス便はホノルル経由、

パリ便はアンカレッジ・コペンハーゲン・ロンドン経由

2012

JTB時刻表（1961・2012・2013年）
※東京・大阪間の鉄道料金は以下の設定に従う

1961年：第1こだま・第つばめ2等車指定席

2013年：ひかり指定席の料金

1964

1964

2013

2013

1961

1961
2012

東京から国外主要都市への
航空便本数 （週ごと・本）

2012

出典地域
50年前 現在 比率*

(現在/50年前)

国勢調査

査調勢国01020691

1960 2010

インフラ・
交通サービス

2012
電気事業の現状

原子力・エネルギー図面集

査調価地県府道都21026791

1964

1964

電源種別発電電力量
構成比
（全国）

1965

電気事業60年の統計

公共下水道統計（1964年）
汚水処理人口普及状況（2012年）

1964 2011
国民経済計算／県民経済計算

※平成17年基準で計算

報年計統路道11020691国全一般道路 （km）

訪日外客数 （千人）

査調勢国01020691

人口・世帯

1960 2010

1960 2010

国勢調査

国勢調査

1960 2010

暮らし

1970 2010
自動車検査登録情報協会　統計データ

国勢調査

国勢調査

経済

査調勢国01020691

1960 2010

国勢調査

夜間人口 （千人）

表－1　社会経済・暮らし・インフラ指標の 50 年間の変化
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ｂ）全国を上回る高齢化の進展
65 歳以上人口は、全国では 1960 年の 540 万人

（65 歳以上比率 5.7％）から 2010 年には 2,925 万人
（65 歳以上比率 22.8％）と約 5.4 倍に増加している。
一方で、1都 3県では 1960 年の 80 万人（65 歳以上
比率 4.5％）から 2010 年には 725 万人（65 歳以上比
率 20.3％）と約 9.1 倍に増加している。この 65 歳以
上人口の増加と高齢化の進行は、平均寿命（男性
67.7 歳（1964 年）→ 79.9 歳（2012 年）、女性 72.9
歳（1964 年）→ 86.4 歳（2012 年））が 50 年間で男
女とも 12 〜 13 歳延びていることと合計特殊出席率
（2.05（1964 年）→ 1.41（2012 年））が 3割減少する
という少子化の 2つの要因が大きく影響している。
ｃ）核家族世帯の増加から単身世帯の増加へ 
世帯数についてみると、全国では 1960 年の 2,257
万世帯から 2010 年には 5,195 万世帯の約 2.3 倍の増
加、1都 3 県では 1960 年の 470 万世帯から 2010 年
には 1,560 万世帯の約 3.3 倍増加している。平均世
帯人員（人口 / 世帯数）は、全国では 1960 年の
4.18 人 / 世帯から 2010 年には 2.46 人 / 世帯、1 都
3 県では 1960 年の 3.08 人 / 世帯から 2010 年には
2.28 人 / 世帯と全国、1都 3 県ともに約 4割減少し
ている。この世帯数の増加と平均世帯人員の減少は、
核家族世帯の増加（53.0％（1960 年）→ 56.3％
（2012 年））というよりは、若者、高齢者等の単独
世帯の増加（16.1％（1960 年）→ 32.4％（2012 年））
が大きく影響している。

（2）経済
ａ）日本の経済を支えてきた東京
我が国の実質 GDP（2005 年価格）は 1964 年の
102 兆円から 2011 年には 530 兆円と約 5.2 倍に増加
している。一方で、1 都 3 県の実質 GRP（2005 年
価格）は、1964 年の 29 兆円に対し、2011 年には
179 兆円と約 6.2 倍に増加し、全国に対する比率も
28.4％から 33.7％と 5.3 ポイントの増加となってい
る。1 都 3 県における実質 GRP の変化を時系列に
みると（図− 2）、対全国比率は、オイルショック、
バブル崩壊、リーマンショックなど、日本経済に大
きな打撃があった後は若干の減少がみられるものの、
概ね一貫して微増傾向にある。1都 3県の内訳をみ
ると、1960 年代当初は、東京都のシェアが 70％を
超えていたが、その後減少して 1970 年に 60％を下
回り、それ以降概ね 55％程度で横ばいに推移して

いる。

（3）暮らし
ａ）急増してきた所得と消費
1960 年代からの現在の暮らしの変化を全国の勤
労者世帯の平均可処分所得、平均消費支出、エンゲ
ル係数でみると、平均可処分所得は 1964 年の
54,873 円 / 世帯から 2011 年には 426,234 円 / 世帯
と約 7.8 倍に増加、平均消費支出は 1964 年の
45,511 円 / 世帯から 2011 年には 318,707 円 / 世帯
と約 7.0 倍に増加し、エンゲル係数は 1964 年の
36.0％から 2011 年には 22.2％と約 14 ポイント減少
している。消費者物価指数は 32.5（1970 年）から
103.4（2014 年）の約 3.2 倍であることから、物価
の伸びに比べ所得と消費の伸びは 2倍以上となって
いる。
ｂ）多様に変化してきた暮らし
1950 年代後半、白黒テレビ・洗濯機・冷蔵庫の
家電 3品目が「三種の神器」として喧伝され、1960
年代半ばには、カラーテレビ	（Color	television）、
クーラー	（Cooler）、自動車	（Car）が新・三種の神
器（3C）として登場した。現在のカラーテレビの
普及率は 96.5％（2014 年）、クーラーの普及率は
90.6％（2014 年）、2010 年の乗用車の 1人当たり保
有台数も全国 0.45 台、1 都 3 県 0.33 台と、全国で
は概ね 2人に 1台、1都 3 県でも概ね 3人に 1台と
いう時代になった。また、この 50 年間に男女とも
に大学進学率が上昇し、女性の就業率が高まる一方
で、男性、女性ともに初婚年齢（男性 26.97 歳
（1970 年）→ 30.5 歳（2010 年）、女性 24.2 歳（1970
年）→ 28.8 歳（2010 年））、初産年齢ともに上昇

1都3県/全国

東京/1都3県
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50

100
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図－2　1 都 3 県の GRP の変化
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（25.4 歳（1960 年）→ 30.3 歳（2012 年））し、晩婚
化と晩産化が進んでいる。

（4）インフラ整備と交通サービス
終戦から 15 年以上経った 1960 年代は、経済成長、
東京オリンピックの開催等を背景に、東京都市圏を
中心に住宅、事務所、店舗、工場などの個人・民間
の施設に加えて、交通施設、上下水道・電力・ガス
等の供給処理施設等、大規模なインフラ整備が行わ
れ始めた時代であった。50 年後の現在までに着実
に整備が進み、インフラが充実している。一方で、
この 50 年間で経験した大地震をはじめとする大災
害や高度経済成長期に集中的に整備した構造物の老
朽化への対応等、新たな課題にも直面している。
ａ）変化する電源構成とエネルギー問題 1）

全国の電力消費量は 1965 年の 157,208 百万 kWh
から 2010 年には 1,031,799 百万 kWh と約 6.6 倍に、
東京電力管内では、1965 年の 42,129 百万 kWh か
ら 2010 年には 327,108 百万 kWh と約 7.8 倍となり、
50 年間で大きく増加している。一方で、供給側で
あるエネルギーの電源種別発電量構成比は、図− 3
に示すように、電力不足の克服のための水力開発に
始まり、1960 年代の電力需要の急増に対応した石
油火力の開発、1970 年代のオイルショックによる
石油火力依存の見直しを経て、1980 年代から 2010
年までは原子力・LNG・石炭による電源構成へと
変遷してきた。しかし、2011 年 3 月の東日本大震
災により福島第一原子力発電所事故が発生し、全国
の原子力発電所が停止することになった。その結果、
原子力の代替に、火力発電をフル稼働させるため、
現在は石油、LNG、石炭の化石燃料に依存する状
況（2010 年（震災前）62％に対し、2012 年 88％）
となっている。このエネルギー問題は、地球環境問
題だけでなく、これらの燃料を海外から輸入してい
るため、貿易収支にも大きく影響している。
	

図－3　電源構成の変化
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ｂ）交通サービス向上による国内・国際交流の促進
交通サービスについて 50 年を振り返ると、1960
年代は、東京オリンピック開催を契機とする東海道
新幹線、首都高速道路の整備をはじめ、名神高速道
路、阪神高速道路、東名高速道路、営団地下鉄日比
谷線・東西線・千代田線等、都市間、都市内の交通
網の整備が始まった時代であった。特に、東京−大
阪間は、東海道新幹線の開業前 1961 年には、当時
の特急「こだま」で 6 時間 30 分かかっていたが、
1964 年東海道新幹線開業により、「ひかり」で 4時
間（東京−新大阪間）となり、翌 1965 年には最高
速度が 210km/h、3 時間 10 分（東京−新大阪間）
で移動可能となった。現在、最高速度 270km/h の
「のぞみ」で、東京−新大阪間は 2時間 25 分にまで
短縮された。
国内航空については、羽田−千歳間がプロペラ機
で 2時間以上かかっていたが、1961 年に初めて国
内線ジェット機が投入され、約 1時間 30 分で移動
可能となった。羽田−千歳間の就航便数は、1961
年には 7 便 / 日であったのが、2012 年には 54 便 /
日に増加、更に、ジャンボジェット機等の大型機の
導入などにより、利用者の利便性は大幅に向上して
いる。このような国内移動に関する高速化をはじめ
とする利便性の向上は、国内の交流促進・拡大に大
きく貢献した。
また、国際航空については、1961 年には、東京
−ロサンゼルス間がホノルル経由で約 13 時間、就
航便数 6 便 / 週であったが、2012 年には、直行便
で約 10 時間、就航便数 67 便 / 週となり、利便性が
大きく向上している。1973 年の固定相場制（360 円
/ ドル）から変動相場制への移行、1985 年のプラザ
合意による円高等の影響も加わり、海外への出国者
数は 1964 年の 12.8 万人から、2013 年には 1,743.7
万人と大幅に増大しており、前述の国際航空のサー
ビス改善が、国際交流促進・拡大に大きく貢献して
いると考えられる。
ｃ）郊外市街地を変化させた鉄道サービス
東京都市圏の鉄道網整備による交通サービスの変
化についてみる。ここでは、50 年間に特徴的変化
がみられるつくば市（研究学園都市として整備）、
多摩市（ニュータウンとして整備）、三島市（新幹
線整備により東京への通勤が可能）に加え、50 年
前から東京への通勤圏として市街地が整備されてい
た横浜市戸塚区を対象に、東京駅までの鉄道サービ
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スの変化についてみることとする（表− 2）。
1960 年のつくば市（当時は筑波町，谷田部町，
豊里町，大穂町，桜村，茎崎村の 6町村）は、人口
5.2 万人で、東京駅まで 3時間以上の時間を要して
いた。1963 年の研究学園都市の筑波建設の閣議了
解、1973 年の筑波大学開学を経て、2005 年のつく
ばエクスプレス	（TX）開業により東京駅まで 1時
間で移動可能となり、2010 年には人口 21.4 万人に
増加した。1960 年の多摩市（当時は多摩町）は、
人口約 1万人で、聖蹟桜ヶ丘駅から東京駅までの所
要時間は 1 時間 15 分であった。1965 年の多摩
ニュータウン開発の都市計画決定、1971 年の多摩
ニュータウン入居開始、1974 年の京王相模原線の
京王多摩センター駅開業、1975 年の小田急多摩線
の小田急多摩センター駅開業、2000 年多摩都市モ
ノレール線の多摩センター駅開業を経て、多摩セン
ター駅から東京駅まで 1時間以内で移動可能となり、
2010 年には人口 14.8 万人に増加した。1960 年の三
島市は、人口 6.4 万人で、三島駅から東京駅まで東
海道本線で 1時間 51 分かかった。1969 年に東海道
新幹線三島駅が開業し、新幹線通勤者の居住等によ
り、2010 年には人口 11.2 万人に増加した。1960 年
の横浜市戸塚区は、人口は 11.4 万人、東京駅まで
東海道本線で 44 分と利便性の高い地域であった。
その後、東海道線、横須賀・総武快速線、湘南新宿
ラインの乗り入れによる運行本数の増加（14 本 /

朝ピーク 3時間（1960 年）→ 57 本 / 朝ピーク 3時
間（2012 年））、横浜市営地下鉄の開業、戸塚駅周
辺開発等を経て、2010 年には人口は 27.4 万人に増
加した。

₃．人口分布の変化

1 都 3 県への人口集中については、既に触れたと
おりであるが、ここでは、人口の空間的拡がりの変
化を捉える。
東京都市圏（1都 3 県と茨城南部）の人口密度に
ついて、国勢調査の 1km² メッシュ別に把握可能な
1970 年と 2010 年の 40 年間の変化を捉える（図− 4、
図− 5）。なお、図− 4、図− 5で表示される最も濃
い色のメッシュは 4000 人 /	km² であり、人口集中
地区（DID）に対応している。
1970 年に 4000 人 /	km² のメッシュは、東京区部
の 20km圏を中心に東京多摩部、横浜等の都市圏の
西南部地域と郊外の鉄道沿線の駅周辺に人口集中し
ている（図− 4）。40 年後の 2010 年には、4000 人 /	
km² のメッシュが大きく拡大し、都市圏の西南部
地域をはじめとして 50km圏に及んでいる。また、
埼玉県、千葉県についても東京都に近い鉄道沿線地
域での人口集中が拡大するとともに、茨城県を含め
た郊外の鉄道沿線の駅周辺を中心に人口集中のメッ
シュが少しづつ拡大していることがわかる。
	

図－4　東京都市圏の 1km メッシュ別人口密度
（1970 年）※ 1	 都市中心駅から東京駅までの駅間所要時間

※ 2	 通勤時間帯（６時〜９時）３時間の運行本数
	 複数路線を乗り継ぐ場合は、最も運行本数が少ない路線

表－2　主な都市から東京駅までの鉄道サービスの変化
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図－5　東京都市圏の 1km メッシュ別人口密度
（2010 年）

₄．交通施設整備の変化

ここでは、東京都市圏の鉄道網と道路網を対象に、
50 年間の交通施設整備の変化を捉える。

（1）鉄道網整備の変化 2），3），4）

図− 6は 1960 年時点の東京都市圏の鉄道網を示
したものである。戦前からの路線網として、国鉄及
び私鉄が山手線から郊外を結ぶ路線網が形成されて
おり、山手線内には路面電車が運行されていた。し
かし、路面電車は、自動車交通の増加や経営悪化に
より、1960 年代後半から 1970 年の前半までに、大
部分が廃線になった。東京への通勤者の増加によっ
て、東京都心部の通勤混雑は熾烈を極め、通勤地獄
と呼ばれた。激しい通勤混雑に対応するため、国鉄
は、東海道本線・横須賀線、中央本線、高崎線・東
北本線、常磐線、総武本線の 5方向へ放射状に伸び
る路線を複々線化する抜本的な輸送力増強策を五方
面作戦として、計画・実行した。また、1960 年代
以降は、東京都心部の鉄道混雑を緩和するため、積
極的に地下鉄建設が行われた。その結果、2010 年
までには、東京都心部では地下鉄網の整備により鉄
道路線の密度が高くなった（図− 7）。さらに、
1960 年代に行われた通勤輸送改善プロジェクトと
して、郊外鉄道路線と地下鉄の相互直通運転が挙げ
られる。郊外鉄道が都心部へ路線を延伸するケース
は、海外でも行われていたが、利用者の利便性向上

のために地下鉄と郊外鉄道路線の相互直通運転を実
施した都市はなく、相互直通運転では、東京が先鞭
をつけることになった。地下鉄と民鉄事業者による
郊外鉄道路線の初めての相互直通運転は、1960 年
に部分開業した都営地下鉄浅草線（押上〜浅草橋
間）と京成押上線との間である。その後、1968 年
には、都営浅草線と京浜急行電鉄が泉岳寺駅を介し
て直通運転を開始し、京成電鉄、都営地下鉄、京浜
急行電鉄間が直通することになる。その後整備され
てきた東京の地下鉄は、都営地下鉄大江戸線を除き、
すべての地下鉄が郊外鉄道路線と直通運行が行われ、
乗り換え抵抗の軽減とターミナル駅の混雑緩和等、
鉄道サービスの向上に大きく貢献している。

図－6　東京都市圏の鉄道路線網（1960 年）

図－7　東京都市圏の鉄道路線網（2010 年）
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図－8　東京都市圏の高速道路網（1965 年）

図－9　東京都市圏の高速道路網（1970 年）

図－10　東京都市圏の高速道路網（1980 年）

図－11　東京都市圏の高速道路網（1990 年）

図－12　東京都市圏の高速道路網（2000 年）

図－13　東京都市圏の高速道路網（2012 年）
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（2）高速道路網整備の変化 5）,6）,7）

図− 8から図− 13 の 6 つの図は、1965 年、1970
年、1980 年、1990 年、2000 年、2012 年の東京都市
圏の高速道路網を示したものである。
モータリゼーションの急激な進展に伴う慢性的な
交通渋滞の緩和を目指して、1959 年首都高速道路
公団が誕生した。また、1964 年の東京オリンピッ
ク開催前の開通を目指して、1962 年高速都心環状
線の京橋−芝浦	間	（4.5km）が初めて開通し、オリ
ンピック開催までに、首都高 1号線（日本橋−羽田
空港）、同 2号線（銀座−芝公園）、同 3号線（隼町
−霞ヶ関）、同 4 号線（日本橋−大手町−幡ヶ谷）
などの 4路線、延長 31.8km が完成した。この開通
により、一般道路では 2時間近くかかっていた羽田
空港から代々木のオリンピック選手村間が、30 分
ほどで結ばれるようになった（図− 8）。
その後、1967 年に中央自動車道が初開通、1969
年には東名高速道路が全線開通し、名神高速道路と
合わせて東京から大阪まで高速道路で結ばれた。首
都高速道路も 1967 年に都心環状線が形成され、
1968 年には神奈川線も開通し、総延長は 50km を
突破した（図− 9）。
1970 〜 1980 年代には、1978 年に都心から成田国
際空港へのアクセスとしての東関東自動車道、1981
年に常磐自動車道、1982 に年中央自動車道全線、
1985 年に関越自動車道全線、1987 年東北自動車道
全線が開通している。それに加え、それぞれの高速
道路に接続する首都高速道路も開通し、1990 年に
は放射方向の高速道路ネットワークが形成された
（図− 11）。
1980 年代後半から 2000 年にかけては、1987 年中
央環状線東側完成、1989 年横浜ベイブリッジ、
1993 レインボーブリッジ、1994 年首都高速湾岸線
の開通による首都高速道路ネットワーク充実ととも
に、1997 年東京湾アクアライン、1992 年東京外環
自動車道の開通、及び 1994 年の常磐自動車と関越
自動車道の接続等、東京都市圏における環状道路が
形成され始めた時代である（図− 12）。
2000 年に入ってからは、2002 年中央環状線北側
完成、2007 年中央環状線（西新宿 JCT	-	 熊野町
JCT）、2010 年中央環状線（大橋 JCT	-	 西新宿
JCT）の開通、また、1996 年首都圏中央連絡自動
車道（圏央道）の青梅 IC	-	鶴ヶ島 JCT間が開通し、
その後、圏央道は、2007 年中央自動車道と関越自

動車道が接続、2014 年には東名高速道路と中央自
動車道が接続された。神奈川県の一部区間を除き、
2015 年度には関越自動車道から東側区間が開通し、
東京都市圏の外側の大環状道路が形成される予定で
ある。また、中央環状品川線は 2014 年度、東京外
環自動車道の東側は 2017 年度完成予定であり、数
年後には、1963 年首都圏基本問題懇談会で初めて
提案・計画された 3環状 9放射の道路ネットワーク
が、50 年以上の月日を経て、概成されることになる。

₅．交通行動の変化

ここでは、1968 年、1978 年、1988 年、1998 年、
2008 年に実施された東京都市圏 PT調査に基づき、
東京都市圏における交通行動の変化を把握する。

（1）東京都市圏の実施概要
1967 年に我が国で初めて大規模に実施された広
島都市圏の翌年 1968 年に第 1 回東京都市圏 PT調
査が実施された。東京都市圏 PT調査の概要を、表
− 3 に示す。1968 年の第 1 回調査の調査圏域は、
東京都、神奈川県、埼玉県（秩父除く）、千葉県
（房総除く）であったが、通勤圏の拡大に伴い、
1978 年の第 2 回調査では、東京都、神奈川県、埼
玉県、千葉県の 1都 3 県全域に拡大するとともに、
茨城県南部を加えた。その後、第 5回 PT調査まで
に、茨城県南部の調査圏域が拡大した。この調査圏
域の拡大と東京都市圏の人口増加に伴い、PT調査
の圏域の人口も、1968 年の第 1回調査 2,131 万人か
ら、2008 年の第 5 回調査では 3,462 万人と約 1.6 倍
に増加している。なお、都市圏人口の約 2％の 50
〜 80 万人程度を対象に調査が実施されている。

（2）トリップ数と交通手段分担率の変化
東京都市圏 PT調査の結果について、最初に、東
京都市圏のトリップ数の変化をみると、図− 14 に
示すように、1968 年の第 1 回調査では 4,792 万ト
リップ、調査圏域が拡大した 1978 年の第 2回調査
では 6,667 万トリップ、2008 年の第 5 回調査では
8,309 万トリップと増加し、第 1回調査に対しては
約 1.7 倍、調査圏域がほぼ同じである第 2回調査に
対しては約 1.2 倍となっている。一方で、1人あた
りトリップ数（グロス原単位）は、概ね 2.4 〜 2.5
トリップ /人、外出人口あたりのトリップ数（ネッ
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ト原単位）は、概ね 2.8 〜 2.9 トリップ / 人と大き
な変化はなく、このトリップ数の増加は、大部分が
東京都市圏の人口増加によるものである。
次に東京都市圏の交通手段分担率をみると、図−
15 に示すように、1968 年の第 1 回調査では、自動
車分担率が 17％、1998 年の第 4 回調査では、自動
車分担率が 33％と、モータリゼーションの進展に

より、30 年間で自動車の利用が大幅に増えている。
一方で、30 年間に分担率が減少した交通手段は、
徒歩であり、1968 年の 43％から 1998 年の 22％と
大幅に減少している。このように、1960 年代から
2000 年までの東京都市圏は、自動車普及と郊外部
への市街地の拡大により自動車の利用が増大の時代
であった。
しかしながら、2008 年の第 5 回調査では、自動
車分担率が 1998 年の 33％から 28％に減少し、鉄道
分担率は 1998 年 25％から 30％に増加した。これは
先に示した東京都市圏における鉄道新線の整備や相
互直通運行等の鉄道サービスの向上により、東京区
部や政令市などで鉄道利用者数が増加するとともに、
東京区部への鉄道利用OD交通量が増加したためで
あると考えられる。但し、都市圏の郊外部である埼
玉北部、千葉西南部、千葉東部、茨城南部などでは
自動車分担率は依然として増加する傾向にある。
上記に示した都心部への鉄道利用の増加の特徴を
捉えるため、図− 16 に東京区部への集中トリップ
数の変化、図− 17 に東京区部への集中トリップの
交通手段分担率を示す。東京区部への集中トリップ
数の変化をみると、1968 年の第 1 回調査では 356
万トリップ、調査圏域が拡大した 1978 年の第 2回
調査では 425 万トリップ、2008 年の第 5 回調査で
は 613 万トリップと第 1回調査に対しては約 1.7 倍、
調査圏域がほぼ同じである第 2回調査に対しては約
1.4 倍となっており、先に示した都市圏全体のト
リップ数の増加よりも大きい。1998 年から 10 年間
で 74 万トリップ増加し、増加率 13.7％と、より大
きく増加している。また、東京区部への集中トリッ
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図－14　東京都市圏のトリップ数の変化

図－15　東京都市圏の交通手段分担率の変化
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県、千葉県、茨城県南部

東京都、神奈川県、埼玉

県、千葉県、茨城県南部

（鹿島追加）

東京都、神奈川県、埼玉

県、千葉県、茨城県南部

（第3回に同じ）

東京都、神奈川県、埼玉

県、千葉県、茨城県南部

（小美玉市･行方市追加）

2,131万人 2,877万人 3,249万人 3,447万人 3,462万人

%4.2%0.2

 都心部・都市圏外周部 1%

 その他東京区部       2%

 上記以外             3%

 東京区部 1.96%

 その他   2.85%

 東京区部   1.90%

 政令市周辺 2.53%

 その他     1.02%

送郵問訪問訪問訪問訪布配

BEW・送郵問訪問訪問訪問訪収回

%6.52%5.17%5.18%9.48%7.68

31.5万人 58.8万人 66.8万人 88.3万人 73.5万人

調査方法

回収率

サンプル数

（有効票）

実態調査年

調査圏域

都市圏人口

抽出率

表－3　東京都市圏 PT 調査の実施概要
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プの交通手段分担率の変化をみると、1998 年まで
は、鉄道分担率が増加しているものの、自動車分担
率は概ね 10％で横ばいに推移し、徒歩が減少して
いる。しかし、1998 年から 2008 年の 10 年間では、
鉄道分担率が 74%から 79％に増加し、自動車分担
率が 9％から 4％に減少している。

	

図－16　東京区部への集中トリップ数の変化

	

図－17　東京区部への集中トリップの交通手段
分担率の変化

さらに、東京都心である千代田区への通勤目的に
よる 1968 年と 2008 年の所要時間の変化を捉える。
図− 18、図− 19 は、1968 年の第 1 回調査と 2008
年の第 5回調査の回答値による通勤目的の自宅（各
居住地ゾーン）から通勤先（千代田区）までの所要
時間の平均値を算出し、千代田区までの 60 分圏と
90 分圏を図示したものである。1968 年の第 1回調
査では、千葉県の房総地域が調査対象外であったた
め、注意が必要である。この２つの図を比較すると、
先の房総地域を除くと、90 分圏域については、一
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部 40km圏で拡大しているものの、それほど大きな
変化が見られない。一方、60 分圏では、20 〜
30km圏において北部及び東部地域で拡大している。
	

図－18　千代田区への通勤目的の所要時間
（1968 年）

	

図－19　千代田区への通勤目的の所要時間
（2008 年）

先に述べたように、1960 年代以降、国鉄の五方
面作戦による輸送力増強、地下鉄整備、郊外鉄道路
線と地下鉄の相互直通運転等によって、鉄道輸送
サービスの改善を図ってきた。その後も、自動改札
機の導入、IC カードの導入とその相互利用、鉄道
駅のバリアフリー化や駅ナカ・ビジネスの実施等、
鉄道輸送に限らない、きめ細かい多様な鉄道利用者
へのサービス改善が実施されてきた。このような多
種多様な鉄道サービスの改善が、東京区部を中心と
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する鉄道利用者の増加を促している一因と考えられ
る。
1960 年代から 2000 年に至る約 40 年間の交通行
動の変化は、高度経済成長を背景とした自動車の普
及と道路ネットワークの整備による自動車利用が急
激に増加した時代であり、それから現在に至る約
10 年間は、多種多様な鉄道サービスの改善とそれ
に伴う交通手段選択に対する意識変化、さらには東
京都心部の再開発等による新たな魅力創出等も相
まって、鉄道利用が増加する時代に来ていると考え
られる。

（3）トリップ数と交通手段分担率の変化
65 歳以上の高齢者の交通行動の変化を捉える。
先に示したように、1都 3 県では、1960 年の 80 万
人（65 歳以上比率 4.5％）から 2010 年には 725 万
人（65 歳以上比率 20.3％）の約 9.1 倍増加している。
この変化は、1990 年以降に、より顕著になってい
る（図− 20）。
	

図－20　1 都 3 県の 65 歳以上人口と比率の変化

図− 21 は、PT 調査結果に基づく、1978 年第 2
回調査からの年齢階層別 1人あたりトリップ数（グ
ロス原単位）を示したものである。1998 年及び
2008 年の調査結果における 65 歳以上の 1人あたり
トリップ数が大きく増加している。また、図− 22
は、65 歳以上の交通手段分担率の変化を示したも
のであり、65 歳以上の自動車利用が 1998 年調査以
降、急激に増加している。この結果は、65 歳以上
の人口が増加しているものの、それまでの 65 歳以
上の交通行動とは異なり、より外出し、自動車利用
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の移動をはじめとして、外での活動が増えているこ
とを示している。これまで、高齢者として一括に考
えられてきた 65 歳以上の人々も、時代とともに、
働き方、ライフスタイル、交通行動等が多種多様に
なってきたと言える。
	

図－21　年齢階層別発生原単位の変化
	

図－22　65 歳以上の交通手段分担率の変化

₆．今後の東京都市圏における課題と展望

これまでの東京都市圏における 50 年の変遷の概
観を踏まえ、いくつかの視点から、今後の課題と展
望について示す。

（1）人口減少と高齢化の進展への対応 8），9）

国立社会保障・人口問題研究所の中位推計結果に
基づけば、我が国の総人口は、長期の人口減少過程
に入り、2048 年には 1	億人を割る。また、65 歳以
上人口も 2010 年現在の 2,948	万人（23.0％）から、
2030 年には 3,685 万人（31.6％）へと増加し、概ね
3人に 1人が 65 歳以上になると予測されている。
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1 都 3 県の人口も同様に、2010 年現在の 3,562	万
人から、2030 年には 3,439 万人に減少し、65 歳以
上人口も 2010 年現在の 732	万人（20.5％）から、
2030 年には 989 万人（28.8％）へと増加する（図−
22）。しかし、図− 23 に示すとおり、65 歳以上人
口の内訳は、将来 65 〜 74 歳がかなりの部分を占め
る。今後、65 歳以上の人々の健康、働き方、ライ
フスタイル等は、大きく変化していくと考えられる
ことから、旧来の画一的な高齢者像にとらわれるこ
となく、アクティブ高齢者も視野に置いた多様な政
策展開が必要となろう。人口減少への対応について
は、少子化対策を含め、様々な取り組みが必要とな
るが、人口減少受け止めたうえでの多様かつ高度な
サービスを生産・消費する社会を目指すことも 1つ
の方策と考える。そのためには、今後より大きく影
響するグルーバル社会に向けた国内外の交流促進を
図り、経済活動を活発化させることである。これを
実現するためには、これまで整備してきた交通ネッ
トワークをより有効に活用するとともに、今後整備
される北陸・北海道・長崎新幹線、リニア中央新幹
線、羽田空港拡張等のプロジェクトによって、国内
外の移動をより円滑に、快適にしていくことが必要
である。また、東京都市圏だけでなく、各地域・都
市が国土の様々な資源、産業、風土、文化を継承し
つつ、より個性を持った魅力づくりを推進していく
とともに、その内容を国内外に向けて発信していく
ことも重要となる。
	

図－23　東京都市圏の 65 歳以上の将来人口の変化

（2）東京都市圏の集積と地方の衰退への対応 10），11）

東京都市圏への機能集中がこのまま推移すれば、
今後も相当規模の若者が東京都市圏へ流入すること
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が見込まれている。これにより、東京一極集中が一
層進み、地方部の人口減少をはじめとする都市・地
域の衰退や地域格差が生じることから、地方から大
都市（特に東京都市圏）への人口移動を抑えること
が必要となる。そのためには、地方部における人口
減少に対応した	新たな集積構造の構築や若者に魅
力のある地域拠点都市づくり等が必要となる。産業
が多様化する中では、その集積の形態も異業種の集
積、外国人も含めた多様な人材の集積を交流ネット
ワーク活用して促進することが重要である。また、
地方部における地域・都市の魅力づくりによって、
地方部から東京都市圏への交流だけでなく、東京都
市圏から地方部、地方部間の交流促進を図り、バラ
ンスが取れた国土全体の経済成長を促進させること
も重要となる。

（3）インフラ老朽化への対応 12），13）

東京都市圏を含め、我が国の社会資本ストックは、
高度経済成長期などに集中的に整備され、長い年月
がたつことから、今後急速に老朽化していく。この
インフラの老朽化に対して、戦略的な維持管理・更
新を行うことが課題となり、緊急的な点検・診断 -
評価−計画・設計−修繕等、一連の業務プロセス改
善、予算確保、費用負担等、様々な取り組みが行わ
れはじめた。しかし、将来的に続いていく老朽化の
課題については、継続的な実行を経てはじめて成果
を得ていくものであり、また、各種構造物の保存と
再生のための方法論、そのための初期設計のあり方
（例えば、時代とともに歴史性を持ち、その価値を
高める等）という新たな研究と実用化に取り組むこ
とも重要な視点である。

（4）エネルギー問題への対応 14）

先に示したとおり、東日本大震災による福島第一
原子力発電所事故は、化石燃料への依存の増大とそ
れによる国富の流出、供給不安の拡大等をもたらし
ており、それへの対応が大きな課題である。福島の
復興、原子力の規制を含め、省エネルギー対策、再
生可能エネルギーの導入等、様々な検討と取り組み
が行われているが、短期的、長期的にも明確な解決
の見通しが立っていないのが実情である。政府や原
子力規制委員会の動きからすると、原発の再稼働の
可能性は高いが、原子力の安全と安心を取り戻すに
は、福島第１原発事故の完全な収束と着実な廃炉は
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欠かせない。また、再稼働に向けては、厳格な安全
審査に加え、事故への備えも万全にして国民の不安
を拭うことが不可欠である。これらのエネルギー問
題の対応については、原発の問題に加え、省エネル
ギー対策、再生可能エネルギーの導入等、新たな技
術開発とその実用化が重要であり、そのためには、
我が国が中心となって、世界からの知恵と技術を集
結していくことが必要不可欠である。

（5）災害への対応 15），16），17）

1959 年の伊勢湾台風（台風 15 号）による被害を
契機として、今日の災害対策基本法が制定された。　
その後、1995 年の阪神・淡路大震災、2011 年の東
日本大震災、その他の台風、大雨、大雪、土砂災害
からの教訓と今後、発生が予想されている南海トラ
フや首都直下の巨大地震等を踏まえ、国土強靱化基
本計画が 2014 年 6 月 3 日に閣議決定された。災害
への対応については、国土強靱化基本計画に示され
るように、我が国の脆弱性とそのリスクを踏まえ、
「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国
土・地域・経済社会形成に向けた取り組みを異分野
間、国と地域の連携によって実施していくことであ
ると考える。但し、近年の大規模災害の状況を考え
ると、地震、水害、土砂災害、火山等の自然災害に
加え、火災、交通事故等の人為的災害のハザード
マップを総合化し、生活者にとっての危機管理を周
知徹底することが急務と考えられる。危険区域の居
住する人々にとっては、資産の低下等につながるた
め、難しい面もあるが、次世代を含めて、人の命と
資産を守るための重要な対応策と考える。

以上の人口減少と高齢化の進展への対応、東京都
市圏の集積と地方の衰退への対応、インフラ老朽化
への対応、エネルギー問題への対応、災害への対応
について、筆者らの私見として示した。これらの課
題と対応は、東京都市圏に限らず、国土全体の課題
であり、また、それぞれの個別の課題と対応として
捉えるものではなく、相互に関係し、影響し合うも
のであり、総合的な政策展開が必要と考える。近年、
多方面から唱われているコンパクトシティ化（都市
の縮退・集約化）も、総合的な政策の 1つとして、
展開が考えられる。
また、1964 年にアジア初としての第 18 回夏季オ
リンピックが東京で開かれてから、今年は 50 周年

を迎える。加えて、2013 年 9 月 7 日には、2020 年
開催予定の第 32 回夏季オリンピックの開催都市と
して再び東京が選出された。この 2020 年の東京オ
リンピックを、先に示した課題対応の実践の時とす
るとともに、更なる飛躍の契機として、東京と日本
は、世界に誇れる都市と国土の魅力を一層高めてい
くことが必要であろう。
最後に、50 周年を迎えた IBS は、これまで蓄積
されてきた経験と知識を活かし、先に示した課題解
決と、世界や次世代に誇れる国土・地域・都市づく
りに向けた調査・研究を実施していくための最大限
の努力を行っていく所存である。
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